
市川市あんしん住宅助成事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、住宅の性能を向上させるための改修工事に要する費用を

助成することにより、安心して居住することができる住宅及び子育てに配慮

した住宅の普及を図ることを目的として、当該改修工事を行う住宅の所有者

に対し、予算の範囲内において、市川市あんしん住宅助成事業補助金（以下

「補助金」という。）を交付することに関し、市川市補助金等交付規則（平成

８年規則第３６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴  住宅 一戸建ての建築物又は集合建築物（複数の住戸又は住戸と店舗、事

務所等が２以上集まって、１棟と構成する建築物をいう。）のうち、居住

の用に供する部分をいう。 

⑵  改修工事 次に掲げる工事をいう。 

ア 住宅に係る別表第１の左欄に掲げるいずれかの住宅性能を向上させ

る工事であって、それぞれ同表の右欄に掲げるものに該当するもの 

イ 敷地内の通路（道に接する当該敷地の出入口から住宅に通ずる通路と

して用いられるものに限る。）に係る別表第１の１項の左欄に掲げる住宅

性能を向上させる工事であって、同項⑴及び⑵に規定する事項及び同項⑹

に規定するもののうち同項⑴及び⑵に準ずるものとして市長が認めるも

のに係るもの 

⑶  住宅性能 次に掲げる事項に係る住宅の性能（前号イに掲げる工事を行う

場合にあっては、住宅の敷地の安全性を含む。）をいう。 

ア 高齢者、障害者等の移動上の安全性 

イ 防災性 

ウ 省エネルギーに関する性能 



エ 子育てに対する配慮に関する性能 

⑷  耐震診断 地震に対する住宅の安全性を評価することをいう。 

⑸  子 規則第３条第１項の申請書を提出する時において、１５歳に達する日

以後最初の３月３１日までの間にある者をいう。 

⑹  子の保護者等 子の保護者（子を現に監護するものをいう。）又は母子保

健法（昭和４０年法律第１４１号）第１６条第１項の規定により母子健康

手帳の交付を受けた者及びその配偶者（第４条第１項第７号において「妊

婦等」という。）をいう。 

⑺  市内施工業者等 市内に主たる事務所を有する者又は本市に居住し、住民

基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく記録をされている者であ

って、市長が改修工事を施工するのに適当であると認める事業者をいう。 

⑻  木造住宅 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第５号に規定

する主要構造部に木材を用いた住宅をいう。 

 （補助対象住宅） 

第３条 補助金の交付対象となる住宅（以下「補助対象住宅」という。）は、次

に掲げる要件を満たす住宅とする。 

⑴   市内に存する住宅であること。 

⑵   補助対象住宅として補助金の交付を受けたものでないこと。ただし、次

に掲げる場合のいずれかに該当するものにあっては、補助対象住宅として

補助金を受けたものであっても、補助対象住宅とする。 

ア 当該補助金に係る規則第１３条の実績報告書を提出した時後に当該

住宅の所有者又は居住者の全てに変更があった場合 

イ 次条第１項第１号ただし書の規定の適用を受け子の保護者等が初め

て補助金の交付を受けようとする場合 

ウ 次条第１項第１号ただし書の規定の適用を受け補助金の交付を受け

た住宅について子の保護者等の直系尊属が初めて補助金の交付を受け

ようとする場合 

⑶   市川市子育て世帯同居・近居スタート応援補助金の交付等に関する要綱



（平成２８年６月１日施行）第１条に規定する市川市子育て世帯同居・近

居スタート応援補助金（以下この号において「子育て世帯応援補助金」と

いう。）の交付の対象となった住宅である場合にあっては、子育て世帯応

援補助金に係る規則第３条第１項の申請書を提出した時後に当該住宅の

所有者又は居住者の全てに変更があった住宅であること。 

⑷   別表第１の２項の左欄に掲げる住宅性能を向上させる工事であって、同

項⑷から⑺までに規定する事項及び同項⑼に規定するもののうち同項⑷

から⑺までに準ずるものとして市長が認めるものに係る改修工事を行う

場合にあっては、次に掲げる要件を満たす木造住宅であること。 

ア 耐震診断を実施したものであること。 

イ 別表第２の２項の右欄に掲げる補助金等の交付の対象となった住宅

である場合にあっては、当該補助金に係る規則第１３条の実績報告書

を提出した時後に当該住宅の所有者又は居住者の全てに変更があった

ものであること。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲

げる要件を満たす者とする。 

⑴   補助対象住宅を所有し、かつ、規則第１３条の実績報告書を提出する時

までに当該補助対象住宅に居住し、住民基本台帳法に基づく記録をされて

いること。ただし、第２条第３号エに掲げる住宅性能に係る補助対象住宅

の改修工事を実施しようとする場合であって、規則第３条第１項の申請書

を提出する時において当該申請書を提出する者の直系尊属が補助対象住

宅を所有し、及び当該補助対象住宅に居住している場合であり、かつ、当

該直系尊属から補助対象住宅の改修工事を実施することについて同意を

得ている場合にあっては、補助対象住宅を所有していることを要しない。 

⑵   本市に納付すべき当該年度分及び当該年度の前年度分の市県民税、固定

資産税及び都市計画税並びにこれらに係る延滞金を滞納していないこと。 

⑶   補助対象住宅において前号の要件を満たしていない者と同居していな



いこと。 

⑷   補助対象住宅の所有者が２人以上ある場合にあっては、補助対象住宅の

改修工事を実施することについてその全員から同意を得ていること。 

⑸   補助対象住宅が集合建築物のうち分譲マンション（マンションの管理の

適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）第２条第１号イ

に規定するマンションのうち、建物の区分所有等に関する法律（昭和３７

年法律第６９号）第２条第３号に規定する専有部分をいう。）である場合

にあっては、当該分譲マンションの管理に係るマンション管理の適正化の

推進に関する法律第２条第３号に規定する管理組合又は同条第４号に規

定する管理者等から補助対象住宅の改修工事を実施することについて承

認を受けていること。 

⑹   別表第２の左欄に掲げる住宅性能に係る改修工事により、それぞれ同表

の右欄に掲げる補助金等の交付を受け、又は受けようとする者ではないこ

と。 

⑺   第２条第３号エに掲げる住宅性能に係る補助対象住宅の改修工事を実

施しようとする場合にあっては、子の保護者等であり、かつ、子と同居し

ていること。ただし、子の保護者等が妊婦等の場合にあっては、子と同居

していることを要しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定め

る者は、補助対象者としない。 

⑴  補助対象住宅の居住者に次のア又はイのいずれかに該当する者があり、

かつ、当該補助対象住宅の所有者が第２条第３号アに掲げる住宅性能に係

る補助対象住宅の改修工事を実施しようとする場合 当該補助対象住宅

の所有者 

ア 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１９条第１項に規定する要

介護認定又は同条第２項に規定する要支援認定を受けている者 

イ 市川市地域生活支援事業実施規則（平成２１年規則第７号）別表第４

に定める品目のうち、次に掲げるものの取付工事に要する費用につい



て、同規則に基づく支給の要件を満たす者 

(ｱ) 入浴補助用具 

(ｲ) 移動・移乗支援用具 

(ｳ) 居宅生活動作補助用具 

⑵  第１項第１号ただし書の規定の適用を受けて、子の保護者等が補助金の

交付を受けた場合であって、当該交付を受けた補助金の補助対象住宅を補

助対象住宅として再び補助金の交付を受けようとする場合 当該交付を

受けた補助金に係る規則第３条第１項の申請書を提出した時に当該補助

対象住宅に居住していた者であって子の保護者等に該当していた者 

（補助対象事業） 

第５条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補

助対象住宅の改修工事で、次の各号のいずれかの要件を満たすものとする。 

 ⑴ 市内施工業者等により行われるものであること。 

⑵ 一般財団法人日本建築防災協会が防災技術として評価したもの、東京都

が安価で信頼できる木造住宅の耐震改修工法、装置等として選定したもの

その他これらに類する特殊な工法であって市長が認めるものにより行わ

れるものであること。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象事業の実施に要する費用の額に３分の１を乗

じて得た額（その額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額）とする。ただし、当該額が１０万円を超えるときは、１０万円とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助対象住宅が次の各号のいずれかに該当する

場合の補助金の額は、補助対象事業の実施に要する費用の額に２分の１を乗

じて得た額（その額に１,０００円未満の端数があるときは、これを切り捨て

た額）とする。ただし、当該額が３０万円を超えるときは、３０万円とする。 

⑴   補助対象住宅の上部構造評点のうち最低の値が１.０未満である補助対

象住宅において、当該最低の値を向上させる改修工事を行う場合 

⑵   昭和５６年５月３１日以前に新築の工事に着手したものに、別表第１の



２項の左欄に掲げる住宅性能を向上させる工事であって、同項⑺に規定す

る事項及び同項⑼に規定するもののうち同項⑺に準ずるものとして市長

が認めるものに係る改修工事を行う場合 

（交付の申請） 

第７条 規則第３条第１項の申請書は、市川市あんしん住宅助成事業補助金交

付申請書（様式第１号）によるものとする。 

２ 前項の申請書の添付書類は、次に掲げるとおりとする。ただし、補助対象

住宅に居住していない者にあっては、第１号に掲げる書類を添付することを

要しない。 

⑴   補助金の交付を申請しようとする補助対象者（この項及び次項において

「申請者」という。）に係る住民票の写し（当該申請者が第２条第３号ア

又はエに掲げる住宅性能に係る補助対象住宅の改修工事を実施しようと

する者である場合にあっては、補助対象住宅の居住者の全員が記載されて

いるものに限る。） 

⑵   第４条第１項第２号に規定する事項を証する書類 

⑶   第４条第１項第３号に規定する事項を証する書類 

⑷   補助対象住宅について、改修工事を施工しようとする箇所の現況を確認

できる写真及び図面 

⑸   補助対象事業の実施に要する費用の見積書又はその写し 

⑹   補助対象事業の実施により補助対象住宅の住宅性能の向上に効果があ

ることを確認できる書類 

⑺   当該申請者が第４条第１項第１号ただし書、第４号、第５号又は第６号

に掲げる要件を満たす必要がある場合にあっては、当該各号に規定する事

項を証する書類 

⑻   当該申請者が第４条第２項第１号に規定する補助対象住宅の改修工事

を実施しようとする者である場合にあっては、補助対象住宅の居住者の全

員が同号ア又はイのいずれにも該当しないことを証する書類 

⑼   第５条第１号又は第２号に掲げる事項を証する書類 



⑽   当該申請者が前条第２項の規定の適用を受けようとする場合にあって

は、同項各号に規定する事項を証する書類 

⑾   別表第１の４項の左欄に掲げる住宅性能を向上させる工事であって、同

項⑴に規定する事項及び同項⑹に規定するもののうち同項⑴に準ずるも

のとして市長が認めるものに係る改修工事を行う場合にあっては、建築確

認の申請をしたことを証する書類 

⑿   その他市長が必要と認める書類 

３ 市長は、前項第１号（同項ただし書の適用がある場合にあっては、第１２

条第２項第５号。以下この項において同じ。）、第２号、第３号、第７号（第

４条第１項第６号に掲げる事項に限る。以下この項において同じ。）、第８号

及び第１２号に掲げる書類により証明すべき事実を公簿等により確認するこ

とができるときは、前項第１号、第２号、第７号、第８号及び第１２号に掲

げる書類にあっては申請者の同意（当該申請者が同条第２項に規定する補助

対象住宅の改修工事を実施しようとする者である場合にあっては、補助対象

住宅の居住者の全員の同意）、前項第３号に掲げる書類にあっては補助対象住

宅の居住者の全員の同意を得て、当該書類の提出を省略させることができる。 

４ 第１項の申請書は、補助対象事業に着手する前に市長に提出しなければな

らない。 

（他の補助金等との調整） 

第７条の２ 前条第１項の申請書を提出した者が補助対象事業に要する費用に

ついて本市が実施する他の事業による補助金等の交付を受けるときは、その

限度において、補助金の交付は行わない。 

（交付の条件） 

第８条 規則第５条第１項の規定により付する条件は、次に掲げるとおりとす

る。 

⑴ 補助対象事業が前条第１項の申請書に記載された工事予定期間内に完了

しないとき、又は補助対象事業の遂行が困難となったときは、直ちに、市

長に報告すること。 



⑵ 前号の規定による報告をしたときは、市長の指示に従うこと。 

（決定の通知） 

第９条 規則第６条第１項又は第２項の規定による通知は、市川市あんしん住

宅助成事業補助金交付可否決定通知書（様式第２号）により行うものとする。 

（申請の取下げ） 

第１０条 第７条第１項の申請書を提出した者であって、前条の通知を受ける

前に当該申請書の提出を取り下げようとするものは、市川市あんしん住宅助

成事業補助金交付申請取下げ届（様式第３号）により市長へ届け出るものと

する。 

（変更等の承認） 

第１１条 規則第８条の承認を受けようとする者は、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に定める申請書に市長が必要と認める書類を添付して、

市長に提出しなければならない。 

⑴ 補助対象事業の内容を変更しようとする場合 市川市あんしん住宅助成

事業補助金交付申請事項変更承認申請書（様式第４号） 

⑵ 補助対象事業を中止し、又は廃止しようとする場合 市川市あんしん住

宅助成事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号） 

２ 市長は、前項の規定により申請書の提出を受けたときは、その内容を審査

の上、承認の可否を決定し、その旨を市川市あんしん住宅助成事業補助金交

付申請事項変更承認可否決定通知書（様式第６号）又は市川市あんしん住宅

助成事業中止（廃止）承認可否決定通知書（様式第７号）により当該申請書

の提出をした者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１２条 規則第１３条の実績報告書は、市川市あんしん住宅助成事業補助金

実績報告書（様式第８号）によるものとする。 

２ 前項の実績報告書の添付書類は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 補助対象事業に係る改修工事の内訳を明らかにした書類 

⑵ 補助対象事業に係る改修工事の施工状況を明らかにした写真及び当該改



修工事完了後の写真 

⑶ 補助対象事業に係る改修工事の契約書の写し 

⑷ 領収書その他の前号に規定する契約書に定められた補助対象事業に係る

改修工事に要する費用の支払を証する書類 

⑸ 第７条第２項ただし書の適用がある場合にあっては、補助対象者に係る

住民票の写し（当該補助対象者が第２条第３号ア又はエに掲げる住宅性能

に係る補助対象住宅の改修工事を実施した者である場合にあっては、補助

対象住宅の居住者の全員が記載されているものに限る。） 

⑹ 別表第１の４項の左欄に掲げる住宅性能を向上させる工事であって、同

項⑴に規定する事項及び同項⑹に規定するもののうち同項⑴に準ずるも

のとして市長が認めるものに係る改修工事を行う場合にあっては、検査済

証の写し 

⑺ その他市長が必要と認める書類 

３ 第１項の実績報告書の提出期限は、前項第３号の契約書に定められた請負

代金の支払が完了した日から３０日を経過した日又は補助金の交付の決定を

受けた日の属する年度の末日のいずれか早い日とする。 

４ 第１５条の規定により事業者に補助金の受領に関する権限を委任する場合

における第２項第４号の規定の適用については、同号中「領収書その他の前

号に規定する契約書に定められた補助対象事業に係る改修工事に要する費用

の支払を証する書類」とあるのは、「前号に規定する契約書に定められた補助

対象事業に係る改修工事に要する費用の支払又は請求を証する書類で、市長

が必要と認めるもの」とする。 

（額の確定） 

第１３条 市長は、規則第１５条の規定により補助金の額を確定したときは、

市川市あんしん住宅助成事業補助金額確定通知書（様式第９号）により補助

金の交付決定を受けた者に通知するものとする。 

（交付の請求） 

第１４条 規則第１６条の交付請求書は、市川市あんしん住宅助成事業補助金



交付請求書（様式第１０号）によるものとする。 

２ 次条の規定により事業者に補助金の受領に関する権限を委任するときは、

当該権限を委任したことを証する書類を前項の請求書に添付するものとする。 

 （受領の権限の委任） 

第１５条 第１３条の規定により補助金の額の確定通知を受けた者は、補助対

象事業を行った事業者に対し、当該補助金の受領に関する権限を委任するこ

とができる。 

（決定の取消し） 

第１６条 規則第１８条第３項の規定による通知は、市川市あんしん住宅助成

事業補助金交付決定取消通知書（様式第１１号）により行うものとする。 

（台帳の整備） 

第１７条 市長は、補助金の交付状況を明らかにするため、市川市あんしん住

宅助成事業補助金台帳を整備するものとする。 

（補則） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年６月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年８月８日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年１月１５日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の市川市あんしん住宅助成事業補助金交付要綱の規定は、この要綱

の施行の日前に市川市あんしん住宅助成事業補助金の交付の申請があったも

ので、同日においてその実績報告を受けていないものについても適用がある

ものとする。 

 



附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２６年６月６日から施行し、改正後の第７条第２項（た

だし書を除く。）及び第３項（「（同項ただし書の適用がある場合にあっては、

第１２条第２項第５号）」に係る部分を除く。）の規定は、同年４月１日から

適用する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の市川市あんしん住宅助成事業補助金交付要綱の規定（第７条第２

項（ただし書を除く。）及び第３項（「（同項ただし書の適用がある場合にあっ

ては、第１２条第２項第５号）」に係る部分を除く。）の規定を除く。）は、平

成２６年４月１日から適用する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の市川市あんしん住宅助成事業補助金交付要綱の規定は、この要綱

の施行の日以後に市川市あんしん住宅助成事業補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付の申請があったものについて適用し、同日前に補助金の交付の申

請があったものについては、なお従前の例による。 

３ この要綱の施行の際現に存する改正前の様式による用紙については、必要

な補正をして使用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年８月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の市川市あんしん住宅助成事業補助金交付要綱の規定は、この要綱

の施行の日以後に市川市あんしん住宅助成事業補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付の申請があったものについて適用し、同日前に補助金の交付の申



請があったものについては、なお従前の例による。 

３ この要綱の施行の際現に存する改正前の様式による用紙については、必要

な補正をして使用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の市川市あんしん住宅助成事業補助金交付要綱の規定は、平成２９

年４月１日以後に市川市あんしん住宅助成事業補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付の申請があったものについて適用し、同日前に補助金の交付の申

請があったものについては、なお従前の例による。 

３ この要綱の施行の際現に存する改正前の様式による用紙については、必要

な補正をして使用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の市川市あんしん住宅助成事業補助金交付要綱の規定は、この要綱

の施行の日以後に市川市あんしん住宅助成事業補助金（以下「補助金」とい

う。）の交付の申請があったものについて適用し、同日前に補助金の交付の申

請があったものについては、なお従前の例による。 

３ この要綱の施行の際現に存する改正前の様式による用紙については、必要

な補正をして使用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月２３日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第７条の２の規定は、この要綱の施行の日以後の申請に係る市川



市あんしん住宅助成事業補助金（以下「補助金」という。）について適用し、

同日前の申請に係る補助金については、なお従前の例による。 

 



別表第１（第２条、第３条、第６条関係） 

住宅性能の種類 改修工事の内容 

１ 第２条第３号アに掲げる

住宅性能 

⑴ 手すりの設置 

⑵ 段差の解消 

⑶ 洋式便器への変更 

⑷ 引戸への変更 

⑸ 浴槽の高さの低減 

⑹  ⑴から⑸までに準ずるものとして

市長が認めるもの 

２ 第２条第３号イに掲げる

住宅性能 

⑴ 壁又は天井の防火性の向上 

⑵  建築物の出入口における防水板の

設置 

⑶  浸水による被害を防止するための

建築物の基礎のかさ上げ 

⑷ 屋根の軽量化 

⑸ 建築物の基礎の補強 

⑹ 壁の補強 

⑺ 耐震シェルターの設置 

⑻ 地震を感知し、電気の供給を自動的

に停止させる装置（分電盤に内蔵さ

れ、又は接続されたものに限る。）の

設置 

⑼   ⑴から⑻までに準ずるものとして市 

長が認めるもの 

３ 第２条第３号ウに掲げる

住宅性能 

 

⑴  窓、床、天井又は壁の断熱化 

⑵  屋根等の高反射率塗料の塗布 

⑶  断熱性の高い浴槽への変更 



 

 

⑷  節水型便器への変更 

⑸  ⑴から⑷までに準ずるものとして市

長が認めるもの 

４ 第２条第３号エに掲げる

住宅性能 

 

 

 

 

⑴   子ども部屋の増築（増築に係る部分

の床面積が１０平方メートルを超え

るものかつ建築基準法その他の法令

に 基 づ き 適 正 に 行 わ れ る も の に 限

る。） 

⑵   子ども部屋の内装の改修 

⑶   居間又は食堂の内装の改修 

⑷   子どもを見守ることに配慮した台所

への交換又は内装の改修 

⑸   子どもが転落し、又は危険な場所に

進入することを防止するための柵の

設置 

⑹   ⑴から⑸までに準ずるものとして市

長が認めるもの 



別表第２（第３条、第４条関係） 

住宅性能の種類 補助金等の名称 

１ 第２条第３号ア

に掲げる住宅性能 

⑴ 介護保険法第４５条第１項に規定する居宅介護住

宅改修費 

⑵ 介護保険法第５７条第１項に規定する介護予防住

宅改修費 

⑶ 市川市地域生活支援事業実施規則第１３条に規定

する日常生活用具の取付工事費 

⑷ 市川市高齢者及び障害者すみよい住まいづくり助

成金交付要綱（平成８年１０月１日施行）第１条に

規定する市川市高齢者及び障害者すみよい住まいづ

くり助成金 

２ 第２条第３号イ

に掲げる住宅性能

（別表第１の２項

⑷から⑹までに規

定する事項及び同

項⑼に規定するも

ののうち同項⑷か

ら⑹までに準ずる

ものとして市長が

認めるものに係る

ものに限る。） 

⑴ 市川市住宅の耐震改修の助成に関する要綱（平成 

２０年４月１日施行）第３条第１項第２号に規定す

る市川市木造住宅耐震改修工事・工事監理費補助金 

⑵ 市川市木造住宅防災リフォームの助成に関する要

綱（平成２３年７月１日施行）附則第４項の規定に

よる失効前の同要綱第１条に規定する市川市木造住

宅防災リフォーム助成事業補助金 

 

  


